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（１）指摘事項　

該当なし

（２）監査意見　

該当なし

（３）決算審査意見

２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 　

３　職員の定員、現員調べ

3.4.1
現在

2.4.1
現在

3.4.1
現在

2.4.1
現在

3.4.1
現在

2.4.1
現在

3.4.1
現在

2.4.1
現在

7 7 0 0 0 0 7 7

(  ) (2) (  ) (  ) (  ) (  ) (　) (2) 産休１名、育休１名

7 9 0 0 0 0 7 9

0 2 0 0 0 0 0 2

0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 0 0 0 0 1 1 一般事務

４ 役付職員の調べ
（令和３年８月１日現在）

年 月

指　摘　事　項 措置てん末

医療的ケア児に係る地域生活支援の充実
について
　医療的ケア児の情報は、各市町村におい
て対象者を正確に把握するよう努めるべき
であり、県は市町村に働きかけを行うととも
に連携して詳細把握に努めるべきである。
　また、「小児慢性特定疾病児童等の一時
預かり事業」について、事業を利用できな
かった対象者から直接理由を聞き取るな
ど、対象者に寄り添いつつ利用が伸びな
かった要因を把握し、対応策を検討するとと
もに、専用電話窓口（ホットライン）による相
談体制を充実させるなど利用者支援に努め
るべきである。

　県内の医療的ケア児について、教育委員会等の関係機関と連携して人
数を把握するとともに、市町村、医療機関、療育機関及び学校等と連携
し、災害時の避難行動への対応にも資するよう詳細な情報の把握に努め
る。
　小児慢性特定疾病児童等の一時預かり事業については、令和３年度か
ら利用料金を引き下げる（日額3,000円→2,000円）などにより利用しやすい
制度になるよう対応したところ。年１回の受給者証更新時には改めて対象
者に対して積極的に事業周知を図るとともに、対象者への聞き取り等によ
りニーズを把握するなど、利用を促進していく。また、医療的ケア児等コー
ディネーターの活用をはじめ、小児慢性特定疾病相談支援センター（鳥取
大学医学部附属病院内）においても電話相談を受け付けるなど、幅広い
相談体制を整え、利用者支援に努めていく。

収入未済額の縮減について
　税外収入では、債権管理事務取扱要領等
に沿って、収入未済発生の未然防止など債
権の適正な管理、回収に引き続き取り組ま
れたい。

　総合療育センターの施設利用に係る利用者負担金等は、滞納者に対す
る定期的な電話・文書での催告等により、引き続き回収に努めている。
　また、障害児入所施設の措置児童負担金は、扶養義務者へ措置開始時
に説明を行い滞納を防ぐとともに、滞納者には定期的な電話・文書での催
告、分割納付の推進、納付が見込めない場合には弁護士委託することに
より回収に努めている。
　なお、障害児入所施設の措置児童負担金に係る滞納への対応は、各児
童相談所が行っている。

指　摘　事　項 措置てん末

１　前年度指摘事項等に対する措置等

会計年度任
用職員

      　  種別

区分

事務職員 技術職員 現業職員

臨 時 的 任
用 職 員

 計

備　　　　　考

定　　　　員

現　　　　員

過不足(△)

職　　　　　名 氏　　　　　　名
在職期間

備　　　　考

課　　　　長 遠藤　紅弥 0 4

課長補佐 仲田　雅彦 2 4
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５　主な事業に関する調べ
（単位：千円）

国庫支出金 起　　債 そ の 他 一般財源
18,455 9,227 9,228

（概　要）
ア　目的及び事業の実施状況
（ア）目的

（イ）事業の実施状況

イ　令和２年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ　成果及び効果

エ　課　題
　県全体の新生児聴覚検査の精度を高めることはできたが、新生児聴覚検査受検率100％を目指し
た取組が必要である。（R1：99.52％）

令和新時代創生戦略 ‐
政策項目 ‐

　聴覚障がいによる音声言語発達等への影響を最小限に抑えるため、新生児聴覚検査を実施する医
療機関に対し、聴覚検査機器購入の支援をすることにより、聴覚障がい児の早期発見・早期療育が
図られるよう推進体制を整備する。

　聴覚検査機器（ABR：聴性脳幹反応検査）を所持していない産科医療機関が、聴覚検査機器を購
入するために要する経費を助成する。
【基準額】１医療機関あたり3,600,000円（１／２国庫）
【実績】　６医療機関(中曽産科婦人科医院、みやもと産婦人科医院、鎌沢産科婦人科医院、
　　　　　　　　　　　鳥取産院、田口レディースクリニック、さくらレディースクリニック）
【実績額】18,455,000円

該当なし

　本事業で６医療機関に自動ABR機器を導入したことにより、県内の全ての分娩取り扱い産科医療
機関（１６機関）で精度の高い新生児聴覚検査の実施が可能となり、聴覚に異常がある新生児を早
期療育につなげる体制を整備することができた。

事　　　業　　　名
決算額

財　　源　　内　　訳

新生児聴覚検査体制整備事業 

将来ビジョン ‐
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（単位：千円）

国庫支出金 起　　債 そ の 他 一般財源
3,562 1,710 1,852

（概　要）
ア　目的及び事業の実施状況
（ア）目的

（イ）事業の実施状況

①

②

③

④

⑤

イ　令和２年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

ウ　成果及び効果

エ　課　題

　発達障がい者地域支援マネージャーの活動を積極的に展開し、実績を上げた。
（Ｒ元：月５日勤務、実績２３件→R2：月17日勤務、実績１９５件）

平成２３年度から、発達障がいの支援体制整備として、家族支援（ペアレントメンター活動）、ペ
アレント・トレーニングの普及、相談員の人材育成、地域支援等に取り組んできたことで、年々増
加する発達障がい児に対し、ライフステージに応じた支援連携体制の充実を図ることができた。

　幼児期から成人期までの切れ目のない支援の仕組みづくりが必要であり、特に児童から成人への
移行期の支援を強化する必要がある。

ペアレント・トレーニング
普及推進事業

ペアレント・トレーニングのファシリテーターの養成（２０名）
と、ペアレント・トレーニング実施後検討会（１７名参加）を
行った。

発達障がい者相談支援人材
養成事業（県運営）

思春期から青年期の発達障がい者の相談支援ができる人材を養成
するための研修会を開催した。（全５回、受講者１１７名）

地域支援マネージャー配置
事業

『エール』発達障がい者支援センター（皆成学園内）にマネー
ジャー１名を配置し、市町村や事業所等への支援を行い、各地域
における支援体制の確立に努めた。（会議参加４８回、機関コン
サルテーション１０２回、研修講師７回、相談支援３８回）

事業名 実施状況
鳥取県発達障がい者支援地
域協議会

発達障がい者の支援体制に関する課題を検討するため、就労、教
育、保健、医療、療育、相談、家族、行政で構成する協議会を年
２回開催し、県全体の支援体制について検討した。
※参加機関…鳥取大学医学部附属病院、総合療育センター、発達障がい者
支援センター、障害者就業・生活支援センター、若者サポートステーショ
ン、自閉症協会、特別支援教育課、雇用政策課、家庭支援課、障がい福祉
課、子ども発達支援課

ペアレントメンターに係る
家族支援事業
※ペアレントメンターとは、よ
き相談相手である先輩保護者の
こと。

特定非営利活動法人鳥取県自閉症協会に委託し、ペアレントメン
ター運営委員会の開催（２回）、ペアレントメンター・コーディ
ネーター配置（２名）、ペアレントメンター・フォローアップ研
修（４３名参加）、ペアレントメンター活用事業（延べ５６名派
遣）、早期相談事業（延べ２６名派遣）を実施した。

事　　　業　　　名
決算額

財　　源　　内　　訳

発達障がい者支援体制整備事業 

将来ビジョン ‐
令和新時代創生戦略 ‐
政策項目 ‐

　発達障がい児者及び家族に対し、ライフステージに応じて一貫した支援を行うため、県全体の発
達障がいに係る支援施策について検討し、家族支援や人材育成などの支援体制の整備を図る。ま
た、発達障がい者地域支援マネージャーを配置し、市町村や事業所等の後方支援の充実を図ること
により、発達障がい児者の地域生活の充実と各地域における支援体制の確立を目指す。
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７　事業別実施状況調べ
（単位：円、％）

当初予算額 補正予算額
継続費及び
繰越事業費
繰　越　額

予 備 費
支出及び
流用増減

計
Ａ

14,045,000 △ 1,000,000 0 0 13,045,000 9,749,132 0 3,295,868 75%

6,445,000 0 0 0 6,445,000 3,298,748 0 3,146,252 51%

2,581,000 0 0 0 2,581,000 2,044,493 0 536,507 79%

目　計 23,071,000 △ 1,000,000 0 0 22,071,000 15,092,373 0 6,978,627 68%

345,000 0 0 0 345,000 117,555 0 227,445 34%

10,906,000 0 0 △ 431,862 10,474,138 8,126,435 0 2,347,703 78%

療育支援シニアディレク
ター（専門的な知識と実績
を有する医師）配置事業へ
△52,533円、総合療育セン
ター費へ△234,982円、中
部療育園費へ△144,347円
流用

4,600,000 0 0 △ 579,072 4,020,928 3,562,107 0 458,821 89%
総合療育センター費へ△
579,072円流用

746,000 0 0 746,000 220,000 0 526,000 29%

3,017,000 0 0 3,017,000 2,855,070 0 161,930 95%

11,668,000 0 0 △ 845,804 10,822,196 9,949,121 0 873,075 92%
総合療育センター費へ△
845,804円流用

1,254,000 539,000 0 0 1,793,000 1,243,225 0 549,775 69%

800,000 0 0 0 800,000 99,275 0 700,725 12%

18,494,000 0 0 △ 700,000 17,794,000 15,141,033 0 2,652,967 85%
新生児聴覚検査体制整備事
業へ△700,000円流用

338,000 0 0 0 338,000 45,525 0 292,475 13%

5,190,000 △ 3,000,000 0 2,190,000 1,543,447 0 646,553 70%

8 福祉保健部
（子ども発達支
援課）管理運営
費 子ども発達支援課に係る業務の総括及び課内外の連絡調整を行った。

9 発達障がい情
報発信強化事業 世界自閉症啓発デー及び発達障害啓発週間イベントの実施や、発達障がい啓発リーフレットの配布を行い、県民への発達障がいに対する理解啓発を行った。

（不用額が生じた理由）
新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、集客をしない形でのイベントに縮小して開催したため。

14 医療的ケア
児等に係る人材
確保事業

医療的ケア児等を受け入れる事業所の人材確保を図るため、県内看護学校での医療的ケア児等に関する講義を実施した。
（不用額が生じた理由）
新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、事業所見学、一部講義を中止したため。

2 自立支援医療費
（育成医療） 障害者総合支援法により、18歳未満の障がい児の医療に係る自立支援医療費（育成医療）を支給した。

(不用額が生じた理由)
該当医療費が見込みよりも少なかったため。

皆2 地域生活支援事
業（発達障がい者支
援センター運営費）

発達障がい者支援センターを中心に、発達障がい者に関する相談・支援を行うとともに、関係機関との連携強化を図った。

4 子どもの心の
診療ネットワー
ク整備事業

鳥取大学医学部附属病院を子どもの心の診療拠点病院と位置づけ、発達障がいや不登校、ひきこもり等子どもの心の問題に対応できる医師や支援者の養成、医療・
福祉・教育等のネットワークの充実及び県民への理解啓発を実施した。

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により事業所・学校など現場に出向いての巡回指導はほとんど行えなかったが、十分な感染対策をとったうえで医療的ケア児
の地域生活支援を担う看護職員等を対象にした集合研修を開催して、県内の支援体制の充実を図った。

15 医療的ケア
児等及びその家
族の地域生活支
援体制整備事業

（児童福祉総務費）

3 障がい児者事
業所職員等研修
事業

重症心身障がい児者や医療的ケア児への支援に係る事業所等職員を対象に、研修を行いスキルアップを図った。
(不用額が生じた理由)
講師を県職員に依頼したことにより、報償費及び旅費が発生しなかったため。

（主）5 発達障
がい者支援体制
整備事業 主な事業に関する調べのとおり

6 児童発達支援
センター利用料
軽減事業

児童発達支援センターの利用児童の保護者のうち、同時に他の保育所や幼稚園等を利用する児童を養育している保護者の負担軽減を図った。
（保育所・幼稚園のみを利用する保護者への負担軽減との均衡を図った。）

（不用額が発生した理由）
対象児数が見込みより少なかったため。

13 医療型
ショートステイ
総合支援事業 医療型ショートステイを実施する医療機関等に経費助成することで、実施体制の充実を図るとともに、ヘルパー等が利用者に付添いする経費を補助し、利用者やそ

の家族が安心してサービスを利用できる体制整備を行った。

11 NICUからの
地域移行支援事
業

NICU等での医療が終了した児童及び保護者について、訪問看護師を利用した自宅移行支援の助成を実施した。
（不用額が生じた理由）
新型コロナウイルス感染症拡大の影響で利用を控えるなど、対象児数が見込みより少なかったため。

7 障がい児等地
域療育支援・相
談事業 在宅の障がい児等が身近な地域で療育指導・相談が受けられる体制の充実を図るため、巡回相談や保育所等の職員に対する技術指導等を実施した。また、重度障が

い児者及びその家族が身近に相談できる相談員を配置し、住み慣れた地域で安心して暮らすことができる環境整備を図った。

事業計画と実績・成果、
不用額の理由等

（障がい者自立支援
事業費）

1 医療的ケア児
者受入環境整備
事業

事 業 名

予　　算　　現　　額
支出済額

（決算額）
Ｂ

翌年度
繰越額
Ｃ

差引残額
（不用額）
Ａ-Ｂ-Ｃ

   執行率B/A

障がい児者のニーズが高いものの、障害者総合支援法等による支給の対象とならないサービスのうち、県が定めた事業を実施する市町村に対し補助した。また、医
療的ケア児等への総合的な支援が適切に行える人材を養成するための研修を実施した。
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（単位：円、％）

当初予算額 補正予算額
継続費及び
繰越事業費
繰　越　額

予 備 費
支出及び
流用増減

計
Ａ

事業計画と実績・成果、
不用額の理由等

事 業 名

予　　算　　現　　額
支出済額

（決算額）
Ｂ

翌年度
繰越額
Ｃ

差引残額
（不用額）
Ａ-Ｂ-Ｃ

   執行率B/A

0 18,000,000 0 700,000 18,700,000 18,455,000 0 245,000 99%
医療型ショートステイ総合
支援事業から700,000円流
用

目　計 57,358,000 15,539,000 0 △ 1,856,738 71,040,262 61,357,793 0 9,682,469 86%

428,326,000 110,589,000 0 28,970,016 567,885,016 558,812,825 0 9,072,191 98%
学校臨時休業に伴う放課後
等デイサービス支援事業か
ら28,970,016円流用

0 40,250,000 0 △ 28,970,016 11,279,984 11,279,984 0 0 100%
障がい児入所給付費等へ△
28,970,016円流用

目　計 428,326,000 150,839,000 0 0 579,165,000 570,092,809 0 9,072,191 98%

2,877,000 0 0 52,533 2,929,533 2,230,428 0 699,105 76%
こどもの心の診療ネット
ワーク整備事業から52,533
円流用

（3,421,000） （2,967,800） （453,200）
58,949,000 45,991,000 12,958,000

0 2,128,000 0 0 2,128,000 0 0 2,128,000 0%

19 （主）新生
児聴覚検査体制
整備事業

主な事業に関する調べのとおり

（児童措置費）

10 障がい児入
所給付費等

児童福祉法に基づく障害児施設入所支援及び通所支援に要する経費を障害児入所施設等に対して給付した。

（児童福祉施設
費）

12 療育支援シ
ニアディレク
ター（専門的な
知識と実績を有
する医師）配置
事業

新型コロナウイルス感染症拡大の影響下においても感染対策に努めながら、各療育現場で定期的に支援を継続した。

17 学校臨時休
業に伴う放課後
等デイサービス
支援事業 特別支援学校等が臨時休業を実施した場合に、放課後等デイサービスの利用増により追加的に生じた経費等を補助し、利用者の負担軽減を図った。

20 オンライン
資格確認に係る
療育機関電子カ
ルテシステム整
備事業

マイナンバーカードを健康保険証として利用できるオンライン資格確認ができるよう、総合療育センター、鳥取療育園及び中部療育園においてシステムの改修を行
う。

（不用額が生じた理由）
総合療育センターのオンライン資格確認に係るシステム改修について、当初予定していた回線等設定に必要なパッケージプランがリリースされなかったため、改修
が困難になったもの。

かねてからの懸案事項であった女子児童用居室・浴室が設置されたほか、必要な整備がなされた。

18 皆成学園重
度棟改修事業費

0 3,421,000 0 0 78%55,528,000
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（単位：円、％）

当初予算額 補正予算額
継続費及び
繰越事業費
繰　越　額

予 備 費
支出及び
流用増減

計
Ａ

事業計画と実績・成果、
不用額の理由等

事 業 名

予　　算　　現　　額
支出済額

（決算額）
Ｂ

翌年度
繰越額
Ｃ

差引残額
（不用額）
Ａ-Ｂ-Ｃ

   執行率B/A

74,619,000 △ 7,684,000 0 △ 324,443 66,610,557 64,352,515 0 2,258,042 97%
総合療育センター費へ△
324,443円流用

皆成学園の管理運営費に要した経費である。

皆1 皆成学園費

■福祉型障害児入所施設（知的障害児）

入所定員
令和２年度
入所児童

令和２年度
退所児童

65人 3 7

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

27 24 24 24 24 24

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0)

25 26 27 27 27 23 302 25.2

■児童発達支援

利用定員 10人

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 9 27 0 21

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0)

29 22 22 5 11 23 169 14.1

■短期入所（福祉型）

利用定員 空床

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(1) (0) (0) (2) (1) (0)

1 0 0 2 3 2

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (1) (1) (0) (0) (1) (7) (0.6)

3 4 4 2 2 3 26 2.2

■日中一時支援

利用定員 空床

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(3) (2) (2) (3) (4) (3)

104 94 130 119 78 75

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(4) (2) (1) (1) (1) (3) (29) (2.4)

75 62 78 51 66 73 1,005 83.8

月別
延利用人数

※上段の「（ ）」は県外からの通所児童で内数。

月別
実利用人数

※上段の「（ ）」は県外からの入所児童で内数。

月別
延利用人数

※上段の「（ ）」は県外からの通所児童で内数。

月別
延利用人数

※上段の「（ ）」は県外からの通所児童で内数。

月別
実利用人数

月別
延利用人数

月別
延利用人数

月別
延利用人数
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（単位：円、％）

当初予算額 補正予算額
継続費及び
繰越事業費
繰　越　額

予 備 費
支出及び
流用増減

計
Ａ

事業計画と実績・成果、
不用額の理由等

事 業 名

予　　算　　現　　額
支出済額

（決算額）
Ｂ

翌年度
繰越額
Ｃ

差引残額
（不用額）
Ａ-Ｂ-Ｃ

   執行率B/A

262,265,000 △ 11,661,000 0 1,984,301 252,588,301 245,793,170 0 6,795,131 97%

こどもの心の診療ネット
ワーク整備事業から
234,982円、皆成学園費か
ら324,443円、発達障がい
者支援体制整備事業から
579,072円、福祉保健部
（子ども発達支援課）管理
運営費から845,804円流用

総合療育センターの管理運営費に要した経費である。

総1 総合療育セ
ンター費

■医療型障害児入所施設（肢体不自由児）

入所定員
令和２年度
入所児童

令和２年度
退所児童

25人 2 1

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

4 5 4 4 4 5

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0)

5 5 5 5 5 5 56 4.7

■医療型障害児入所施設（重症心身障害児）

入所定員
令和２年度
入所児童

令和２年度
退所児童

25人 5 2

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

8 9 11 11 11 11

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(1) (1) (1) (1) (1) (1) (6) (0.5)

12 12 12 11 11 11 130 10.8

■医療型児童発達支援

利用定員 30人

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (2) (6) (7) (2) (3)

10 15 22 23 15 13

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(3) (2) (4) (2) (4) (8) (43) (3.6)

20 21 23 10 23 47 242 20.2

■外来診療

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

月別
延利用人数

772 393 1,083 1,178 1,066 814

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

月別
延利用人数

1,112 1,006 1,001 683 1,007 1,243 11,358 946.5

※上段の「（ ）」は県外からの通所児童で内数。

月別
実利用人数

※上段の「（ ）」は県外からの入所児童で内数。

月別
実利用人数

※上段の「（ ）」は県外からの入所児童で内数。

月別
延利用人数

月別
実利用人数

月別
実利用人数

月別
延利用人数
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（単位：円、％）

当初予算額 補正予算額
継続費及び
繰越事業費
繰　越　額

予 備 費
支出及び
流用増減

計
Ａ

事業計画と実績・成果、
不用額の理由等

事 業 名

予　　算　　現　　額
支出済額

（決算額）
Ｂ

翌年度
繰越額
Ｃ

差引残額
（不用額）
Ａ-Ｂ-Ｃ

   執行率B/A

460,000 △ 60,000 0 0 400,000 340,000 0 60,000 85%

24,720,000 0 0 △ 458,984 24,261,016 20,685,885 0 3,575,131 85%
中部療育園費へ△458,984
円流用

鳥取療育園の管理運営に要した経費である。

総2 研修医等受
入事業

総合リハビリテーション施設としての総合療育センターの療育内容を広くPRし、専門医師の育成に貢献した。また、専門学校生等の研修受入も行った。

鳥1 鳥取療育園
費

■医療型児童発達支援

利用定員 10人

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(1) (0) (1) (0) (1) (0)

10 9 55 58 49 61

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (3) (0.3)

80 75 87 64 81 73 702 58.5

■児童発達支援

利用定員 10人

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

5 0 30 31 24 32

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0)

37 32 30 36 23 22 302 25.2

■外来診療

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

月別
延利用人数

346 406 575 464 471 525

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

月別
延利用人数

519 506 545 590 548 564 6,059 504.9

月別
延利用人数

※上段の「（ ）」は県外からの通所児童で内数。

月別
延利用人数

※上段の「（ ）」は県外からの通所児童で内数。

月別
延利用人数

月別
延利用人数
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（単位：円、％）

当初予算額 補正予算額
継続費及び
繰越事業費
繰　越　額

予 備 費
支出及び
流用増減

計
Ａ

事業計画と実績・成果、
不用額の理由等

事 業 名

予　　算　　現　　額
支出済額

（決算額）
Ｂ

翌年度
繰越額
Ｃ

差引残額
（不用額）
Ａ-Ｂ-Ｃ

   執行率B/A

（2,932,518） （2,932,518）
11,491,849 10,962,069

(6,353,518) (5,900,318) (453,200)

419,358,256 390,355,067 29,003,189

(6,353,518) (5,900,318) (453,200)

886,458,000 198,823,000 6,353,518 0 1,091,634,518 1,036,898,042 0 54,736,476 95%

中部療育園の管理運営に要した経費である。

中1 中部療育園
費

鳥取療育園費から458,984
円、こどもの心の診療ネッ
トワーク整備事業から
144,347円流用

95%02,932,51812,762,000 603,331 529,780△ 4,806,000

合　計

0
93%目　計

377,703,000 6,353,518 1,856,73833,445,000

■医療型児童発達支援

利用定員

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 3 46 57 50 56

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0)

55 51 54 33 38 44 487 40.6

■放課後等デイサービス

利用定員

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

(0) (0) (0) (0) (0) (0)

0 0 0 0 0 1

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

(0) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0.0)

6 2 4 3 2 2 20 1.7

■外来診療

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

月別
延利用人数

121 294 338 321 319 350

区分 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 計 月平均

月別
延利用人数

349 316 323 347 290 373 3,741 311.8

医療型児童発達支援と放課後等デイサービスを合わせて10名

医療型児童発達支援と放課後等デイサービスを合わせて10名

月別
延利用人数

月別
延利用人数

※上段の「（ ）」は県外からの通所児童で内数。

月別
延利用人数

※上段の「（ ）」は県外からの通所児童で内数。

月別
延利用人数
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８　予備費の充用調べ   
　　　該当なし

９　繰越関係調べ   
　　（１）継続費逓次繰越調べ   

該当なし

　　（２） 繰越明許費調べ   
該当なし

　　（３）事故繰越調べ   
該当なし

1０　収入証紙取扱調べ　

１１　現金の取扱状況
　　　（１）　現金取扱状況

　　　　　該当なし

　　　（２）　つり銭の状況

　　　　　該当なし

有　・　無
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３

月
３

１
日

現
在

）

債
権

の
名

称
前

年
度

末
本

年
度

中
本

年
度

末
備

考
増

減
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１
４

　
借

受
不

動
産

明
細

調
べ

借
受

先

単
 価

本
年

度
の

借
料

 月
額

・
年

額

1
8
9
,6

4
8

合
　

計
1
8
9
,6

4
8

１
５

　
職

員
駐

車
場

の
管

理
状

況
調

べ
　

　
　

該
当

な
し

１
６

　
寄

附
物

件
の

受
納

状
況

調
べ

　
　

　
該

当
な

し

　
　

　
該

当
な

し

１
８

　
現

金
、

有
価

証
券

、
物

品
の

亡
失

、
損

傷
調

べ

　
　

　
該

当
な

し

１
９

　
貸

付
金

等
状

況
調

べ
　

　
　

該
当

な
し

〇
　

意
見

、
要

望
等

（
１

）
業

務
に

関
す

る
要

望
等

　
　

　
特

に
な

し

（
２

）
監

査
委

員
事

務
局

に
対

す
る

意
見

要
望

等
　

　
　

特
に

な
し

有
　

・
　

無

１
７

　
備

品
の

処
分

状
況

調
べ

（
１

）
　

亡
失

、
損

傷
の

報
告

状
況

数
量

又
は

面
　

　
　

積

1
8
8
.0

0
有

H
2
9
.4

.1
　

～
H

3
4
.3

.3
1

借
　

　
料

　
（
円

）

1
8
9
,6

4
8

契
　

約
　

の
　

状
　

況

（
令

和
３

年
３

月
３

１
日

現
在

）

個
人

備
　

考
契

約
書

の
有

無
借

受
期

間
住

　
　

所
氏

　
　

名

土
地

宅
地

皆
成

学
園

敷
地

倉
吉

市
み

ど
り

町
太

平
ル

3
2
5
5
-
3

区
　

分
種

　
別

借
受

（
使

用
）
目

的
所

　
在

　
地

（
２

）
　

物
品

確
認

の
実

施
状

況
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